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第１ 基本的な考え方 

 

 １ 第１次、第２次行政改革について 

 

    本町では、目標年次を平成１１年度から１３年度までの３ヵ年間とした、第１次行政改革により「簡素で効率的な

行政の構築」を目指して組織の見直し、経費の節減、定数の削減、施設の効率的な管理運営など８２項目に取組みま

した。また次の第２次行政改革では、目標年度を平成１５年度から１７年度までの３ヵ年とし、「自立した個性あふ

れる活気のある住み良い町づくり」を目指し、「自立」をキーワードとした「町民参画・地域主権・評価」の基本理

念により、６つの基本方針を定め１２の基本項目と３４の実施項目について現在行政改革に取り組んでいます。 

 

 

２ 「苅田町集中改革プラン」の策定について 

 

   人口減少時代の到来や住民ニーズの高度化･多様化並びに厳しい財政状況など、国や地方を取り巻く環境は依然と

して厳しい状況であります。 

本町においては、現在「第２次行政改革大綱」により行政改革を推進中でありますが、１７年度以降においては、

国が策定した「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」（平成１７年３月策定）により示された

重要事項についても集中的に取り組んでいく必要があります。このため、第２次行政改革との整合性を図りつつ、新

たな指針に基づいた見直しを行い、目標年度を平成１７年度から平成２１年度までとする「苅田町集中改革プラン」

を新たに策定するものであります。 

このプランでは､集中的に取り組む７つの基本方針を定め、町長を本部長とする行財政改革実施本部において、実

施内容の検討や進行管理を行っていきます。また必要に応じて組織の枠を越えた体制による内容の検討も併せて行っ

ていきます。さらに進捗状況については、広報やホームページなどで公表し、住民からの意見を聴きながら推進して

いきます。 
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３ 集中改革プランでの基本方針 

 

 

（（（（1111））））    事務･事業の再編・整理、廃止・統合事務･事業の再編・整理、廃止・統合事務･事業の再編・整理、廃止・統合事務･事業の再編・整理、廃止・統合    

地方分権や少子高齢化などの社会情勢に適切に対応した行政運営を進めるため、コスト意識や経営的視点に

より事務事業の再編、整理や廃止、統合を図っていきます。 

 

 

（（（（2222））））    民間委託等の推進民間委託等の推進民間委託等の推進民間委託等の推進    

民間委託を推進することにより事務事業の効率化を図ります。また、公の施設については、平成１８年度中

に総合福祉会館と苅田小学校区放課後児童クラブを指定管理者制度へ移行するとともに、その他の公の施設に

ついても指定管理者制度の検討を行っていきます。 

 

 

（（（（3333））））    定員管理、給与の適正化及定員管理、給与の適正化及定員管理、給与の適正化及定員管理、給与の適正化及び人材育成び人材育成び人材育成び人材育成    

定員管理については、第１次、第２次行政改革で数値目標を掲げ職員の削減に努めてきましたが、今後は団

塊の世代などの大量退職を控え、平準化した採用を図っていきます。また、給与については、情報公開により

透明性や説明責任を果たすとともに、人材の育成についても引き続き取り組んでいきます。 
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                                              単位：人、％ 

うち公営企業等  

一般職 消防職 総職員数 
水道事業 下水道事業 

農業集落排

水事業 

臨海土地造

成事業 

17年 4月 1日 249 44 293 14 12 3 0 

22年 4月 1日 257 50 307 14 12 3 0 

17年対 22年 

増減数（率） 

8（3.2％） 

退職者数：36 

採用者数：44 

6（13.6％） 

退職者数：7 

採用者数：13 

14（4.8％） 

退職者数：43 

採用者数：57 

0 0 0 0 

11年対 22年 

増減数（率） 

△27 

（△9.5％） 

6 

（13.6％） 

△21 

（△6.8％） 

△6 

（△30％） 

3 

（33.3%） 
0 0 

      過去の実績                                          単位：人、％ 

うち公営企業等  

一般職 消防職 総職員数 
水道事業 下水道事業 

農業集落排

水事業 

臨海土地造

成事業 

11年 4月 1日 284 44 328 20 9 3 0 

16年 4月 1日 254 43 297 14 14 3 0 

11年対 16年 

増減数（率） 

△30 

（△10.6％） 

△1 

（△2.3％） 

△31 

（△9.5％） 

△６ 

（△30％） 

５ 

（55.6％） 
0 0 

 

（（（（4444））））    経費節減等の財政効果経費節減等の財政効果経費節減等の財政効果経費節減等の財政効果    

第１次、第２次行政改革においても経費削減等に努めてきており、税収の伸びもあり財政状況は好転してき

ています。しかし、高齢化や少子化の進展に対応するためにもさらなる経費削減や効率的な財政運営の構築を

目指し取り組んでいきます。 
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（（（（5555））））    地域協働の推進地域協働の推進地域協働の推進地域協働の推進    

自立した個性的で活力ある町づくりのため、これまでも町民参画の推進やＮＰＯなど各種団体への支援を行

ってきました。今後も引き続き各種支援を行い、地域の様々な力を終結した町づくりを推進していきます。 

 

（（（（6666））））    情報化の推進情報化の推進情報化の推進情報化の推進    

情報化の推進により事務の効率化や住民サービスの向上に取り組みます。 

 

 

（（（（7777））））    地方公営地方公営地方公営地方公営企業等の見直し企業等の見直し企業等の見直し企業等の見直し    

地方公営企業や第三セクターなどについては、経費の削減や収益の向上に取り組むとともに、役割や必要性な

どそのあり方についても検討を行います。 

 


